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第１ 検討会の経緯 

１ 検討の目的 

近年、地下閉鎖空間における工事中の事故や地盤陥没事故が頻繁に発生している。

地下閉鎖空間において救助活動をする場合、地下閉鎖空間の特殊性（狭所空間、崩

落危険、有毒ガスなど）により、救助活動に対応する消防機関は非常に困難な活動

を強いられる。また、二次災害の発生危険もあり、地盤や地下構造物の専門的知識

も求められる。 

今後、地下閉鎖空間における救助事案が発生した場合に安全・確実・迅速な救助

活動を実施するため、過去及び近年発生した事案から得られた経験や知見をもとに、

地下閉鎖空間における救助活動の特殊性を分析及び課題を抽出し、活動に資する専

門的知識や標準的な活動手順などについて検討するものである。 

 

２ 検討の体制等 

   地下閉鎖空間における救助活動に関する主な検討事項について、近年に発生した

下水道内での救助事案や地盤陥没に伴う救助事案等を踏まえて課題を抽出し、安全

かつ実践的な救助活動要領等について検討するため、地下閉鎖空間に係る各専門分

野における有識者委員、救助活動経験の豊富な消防本部委員、さらにはオブザーバ

ーとして実動部隊を保有する防衛省、警察庁、国土交通省や消防大学校、消防研究

センターなどの方々で構成する「令和７年度救助技術の高度化等検討会」（以下「検

討会」という。）を開催した。 

検討にあたり、各有識者からは、地下埋設物の現況、地盤陥没の発生のメカニ

ズム、地下閉鎖空間における活動状況、関係機関連携の要点及び先進的な技術な

どの報告をいただくとともに、その専門分野における動向や課題事項等に関する

議論が行われた。さらに、地下閉鎖空間における救助活動に効果的な救助手法の

充実を図るため、消防機関による作業部会を設け、個別技術検証を行うことで、

より実践的かつ具体的な検討を行った。 

また、検討会に先立ち、全国の消防本部に対し、地下閉鎖空間における救助事

案の傾向、消防機関の課題、活動要領等の整備、他機関との連携状況等の実態調

査を行ったほか、現場活動の実態や経験を蓄積するため、地下閉鎖空間における

救助活動を経験した複数の消防本部に活動事例の詳細について調査を実施した。

さらに、国外の救助活動事例や文献等の調査を実施した。 
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■検討会名簿 

【委員】                             （敬称略） 

氏名 所属・役職等 備考 

 岩﨑  福久 
一般社団法人 日本建設業連合会 常務執行役 

（令和７年10月１日から） 

有識者 

 岩田  美幸 
一般社団法人 日本建設業連合会 常務執行役 

（令和７年９月30日まで） 

 岡田  志麻 
立命館大学 理工学部  
ロボティクス学科 教授 

 小川  文章 
国土交通省 国土技術政策総合研究所  

上下水道研究部 部長 

 桑野  玲子 
東京大学 生産技術研究所  

人間・社会系部門 教授 

 鈴木  健志 埼玉県危機管理防災部 埼玉版ＦＥＭＡ推進幹 

 玉 手  聡 

独立行政法人 労働者健康安全機構  

労働安全衛生総合研究所  

労働災害調査分析センター 特任研究員 

 細川  直史 
東京理科大学 創域理工学研究科  

国際火災科学専攻 教授 

◎吉田 悦教 千葉経済大学 経済学部 特任教授 

 石原 新一郎 名古屋市消防局 本部機動部隊長 

消防機関等 

 伊 藤  学 大阪市消防局 警防課 副課長 

 恒松 雄一郎 京都市消防局 警防部 警防課 消防救助担当課長 

 中原  洋二 東京消防庁 警防部 救助課長 

注：◎印は、座長を示す。 
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【オブザーバー】 

＜関係機関＞ 

國 本  哲 全国消防長会 事業部 事業企画課長 

荒川  智哉 
防衛省 統合幕僚監部 参事官付 

災害派遣・国民保護班 班長 

三宮  規史 
警察庁 警備局 警備運用部 警備第三課 

災害対策室 課長補佐 

米田  昌史 
国土交通省 水管理・国土保全局 防災課 

災害対策室 課長補佐 

＜消防庁＞ 

鶴 見  純 消防・救急課 対策官（令和７年10月１日から） 

本島  鉄也 消防・救急課 対策官（令和７年９月30日まで） 

上田  耕平 国民保護・防災部 防災課 広域応援室 課長補佐 

貴志  健児 消防大学校 教務部 教授 

新井場 公徳 消防研究センター 火災災害調査部 部長 

 

【事務局】消防庁 国民保護・防災部参事官室 

参事官 櫻井 泰典、参事官補佐 大月 秀朗、参事官付救助係長 田中 光彦、 

救助係 澤田 直人、救助係 井上 貴弘 
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■検討経過 

開  催  日 主 な 議 題 

第１回 令和７年 ８月 ５日 

・近年の地下閉鎖空間に関する事案概要・活動状況 

・地下閉鎖空間に関する消防本部における救助体制等 

の調査結果 

・主な検討事項 

・今後の進め方 

第２回 令和７年１０月１６日 

・検討の方向性 

・実態把握と状況評価 

・安全管理等 

・救助技術の個別検証 

・活動経験等の補完 

第３回 令和７年１２月 ４日 

・地盤陥没の発生メカニズム 

・救助活動に活用しうる技術・資機材等 

・個別技術検証の中間報告 

・他機関との連携 

・令和７年度救助技術の高度化等検討会報告書骨子 

・地下閉鎖空間における救助活動マニュアル骨子 

第４回 令和８年 ３月 ３日 
・令和７年度救助技術の高度化等検討会報告書（案） 

・地下閉鎖空間における救助活動マニュアル（案） 

注：検討会は、対面及び webによるハイブリッド形式で開催 
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作 業 部 会 

〇 大阪市消防局 

〇 京都市消防局 

〇 名古屋市消防局 

〇 東京消防庁 

〇 消防庁国民保護･防災部参事官付 救助係 

 

【協力】 

〇 草加八潮消防組合 

〇 一般社団法人 ＧＲＩＭＰ ＪＡＰＡＮ 

 

※ 個別技術検証 

検証項目１ 都市型ロープレスキューの有効性、安全性 

検証内容 

１ 都市型ロープレスキューの有効性（硫化水素等の対応含む） 

（１）ロープの種類、結索、支点の設定方法など 

（２）救助技術の効率など 

２ 都市型ロープレスキューの安全性（硫化水素等の対応含む） 

（１）防護装備着装を踏まえた確保方法など 

（２）二重の安全確保方法など 

検証項目２ 都市型ロープレスキューを取扱う上で安全のため留意する事項 

検証内容 

１ 安全のため定める事項の整理 

（１）基本結索など 

（２）支点の設定方法など 

（３）登はん法、降下法、渡過法、確保法など 

（４）救助手法（高所・低所救助）など 

検証項目３ 地下閉鎖空間における効果的な救助手法 

検証内容 

１ 陥没救助手法 

２ レスキューフレームを活用した救助手法 

３ 電動登高器などの器具を活用した救助手法 など 
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３ 主な検討事項 

検討会では、主に次の項目の検討を行った。 

  ◆ 状況評価・実態把握 

事案発生のメカニズムを正確に理解することが、的確な初動対応及び安全な救

助活動の前提となることから、地下埋設物の構造的特徴と危険箇所、下水道管内

での有毒ガスの発生メカニズム及び地盤陥没に至る要因や進行過程について検

討を行った。 

  ◆ 安全管理のあり方 

地盤崩落や有毒ガスの発生などの地下閉鎖空間特有の危険性を踏まえ、活動現

場における危険区域と救助活動区域のゾーニングについて検討し、進入統制の考

え方の検討を行った。  

 ◆ 地下閉鎖空間における効果的な救助手法 

地下閉鎖空間の限られた空間条件や有毒ガスの危険性などの制約がある中で、

要救助者への安全な接近と救出を可能とする手法として都市型ロープレスキュ

ーなどの有効性について検討を行った。あわせて、作業部会を設置し、消防機関

や専門家の協力の下、具体的な検討を行い、効果的な救助手法と安全のため留意

するべき事項を整理した。 

  ◆ 関係機関との迅速な連携手法 

災害対応の高度化・長期化が想定される事案において、消防機関単独では対応

が困難となる場合を想定し、応援要請の連絡系統や手順について検討を行った。

また、上下水道管理者、道路管理者、警察、自衛隊、専門事業者等の関係機関と

の情報共有、現場での調整の方法の要点について検討を行った。 

  ◆ 活用しうる先進的・効果的技術及び資機材    

地下閉鎖空間における救助活動の安全性及び効率性の向上を図る観点から、活

動現場のニーズを踏まえた活用しうる技術・資機材について検討を行った。 

 

第２ まとめ  

検討会では検討事項について、委員や発表者から以下の知見や意見等が示され、

またそれらを受けた事務局による整理がなされた。なお、検討会では、本報告書に

加え、消防隊員の活動に資するよう、知見や標準的な救助活動の指針を盛り込んだ、

「地下閉鎖空間における救助活動マニュアル」を作成し、本検討会での議論で得ら

れたより詳細な知見や具体的な救助手法については、マニュアル内に記載している。 
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 １ 主な検討事項 

○ 状況評価・実態把握 

地盤陥没や地下閉鎖空間における救助事案では、初動段階における状況評価

の成否が、その後の救助活動の安全性及び効率性を大きく左右する。このため、

地盤陥没の発生メカニズムや地下埋設物の構造的特徴に関する基礎的知識を整

理・共有するとともに、地下埋設物台帳、設計図面、過去の施工履歴等の情報を

迅速に活用できる体制を構築することが重要である。 

また、目視による確認が困難な現場においては、センサー、ドローン等を活用

した非進入型の情報収集方法を積極的に取り入れ、多角的な視点から実態把握

を行う必要がある。 

 

図１：路面下空洞生成・拡大のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 安全管理のあり方 

地盤崩落の進行、地盤の不安定化、有害ガスの発生・滞留などに関する専門的

知見に基づき、二次災害の危険性を把握することにより、継続的な安全監視と環

境測定、危険兆候の把握、活動中止の判断等の活動中の安全確保のために留意す

る事項、進入統制のあり方などについて整理し、安全管理の強化を図ることが重

要である。 
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図２：区域設定イメージ図（地盤陥没事案の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 地下閉鎖空間における効果的な救助手法 

都市型ロープレスキュー器具の検証結果として、防護装備を装着した状態を含

め、１名で進入・退出することができる点などの隊員構成・救助手法の効率性や、

手を離しても落下しないシステム等の構築による安全性などについて、有効性が

確認された。レスキューフレームは、上部に支点がない下水道等における活動に

おいて有効であるが、地盤陥没事案等の地盤が不安定な状況では設置が限定され

る可能性があるため、設置位置について留意する必要がある。 

地下閉鎖空間の限られた空間条件や有毒ガスの危険性などの制約を適切に把

握し、適切な進入管理のもと、資機材を有効に活用した安全・確実・迅速な活動

を今後も継続していく必要がある。 
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図３：地下閉鎖空間における効果的な救助手法の例 

 

〇 関係機関との迅速な連携手法 

地下閉鎖空間における救助活動では、施設管理者や専門的知見を有する関係機

関などの多くの外部機関との連携が不可欠であり、緊急時に迅速な連携を図るた

めに、各関係機関の連絡系統及び連絡先等を平時から把握しておくことが重要で

ある。また、各種事案が発生した際、現地合同調整所が設置される前の初動時に

現場指揮本部において、安全管理に留意しながら関係機関の現地派遣職員を幅広

く集め、迅速に情報を収集することが求められる。同時に管轄消防本部において

は、初動の時点から積極的に管轄市町村へ報告し、都道府県への連絡体制等の早

期構築や必要な支援・応援について緊密に連携をとりながら、高度化・複雑多様

化する災害に適切に対処していくことが必要である。他の消防機関や関係機関の

支援・応援を受ける場合においても、指揮命令系統の一元化を図る観点から、救

助活動等の消防業務に関する指揮については、原則として管轄消防本部が主体と

なって行いつつも、高度な判断や調整が見込まれる場合は、他の消防機関等に指

揮支援や調整支援を積極的に要請することが肝要である。さらに、報道対応につ

いても、正確な情報発信を行う観点から、事案の状況に応じて、関係機関が一同

に集まる市町村災害対策本部又は都道府県災害対策本部において、一元的に対応

することが望ましい。 
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 図４：関係協力機関連携イメージ図 

 

 

〇 活用しうる先進的・効果的技術及び資機材 

実態調査等の結果から、地下閉鎖空間における救助活動の課題として、「状況

把握」「情報通信」「二次災害防止」及び「隊員の安全管理」などがあり、それら

の課題に対応するための技術及び資機材として、偵察用ロボット・ドローン、三

次元空間測定技術、地中間通信システム、高深度探査装置、三次元測位システム、

ウェアラブルカメラや隊員用バイタルモニタリングセンサーなどが存在する。今

後、高度化・複雑多様化する救助事案に適切に対応していくためには、ニーズに

適応した装備・技術を複合的に結集し対応していく必要がある。技術・資機材に

ついては急激なスピードで発展しており、現在開発中の技術・資機材について注

視し、試作品等による試行と改善を繰り返し、より高度な技術・資機材の開発に

貢献することで、高度化・複雑多様化する救助事案に適切に対応していく必要が

ある。 

また、技術導入に際しては、単なる装備の整備にとどまらず、教育訓練や運用

ルールと一体的に整備することで、実効性のある活用を図ることが重要である。 
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 表１：地下閉鎖空間における救助活動の課題とニーズ 

※ 令和７年６月に全国の消防本部を対象に実施した調査の結果を基に作成 

 

２ 技術の進展に応じた救助手法・資機材の検討や施策・制度への反映 

救助技術や資機材は急速に進化しており、技術の進展に応じ、今後も継続的に新

たな救助手法や資機材の救助施策・制度への反映が行われることが望ましい。 

 

３ 災害対応訓練場所の充実と専門的訓練の継続 

災害対応のための各種訓練は、各消防本部保有の訓練施設で行われているほか、

都道府県消防学校にある施設（ホットトレーニング、土砂、プールなど）も訓練場

所として活用されている。また、専門性の高い救助手法の習熟を目的とした実技研

修等については外部機関の施設においても実施されている。今後もこれらの施設の

充実や更なる外部施設の発掘及びこれらを活用した継続的な訓練の実施が望まれ

る。 
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【参考】実態調査 
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※上記は、地下閉鎖空間の救助活動に効果的であり、今後活用が期待される資機材について調査

したもの（所有の有無は問わない）。 

 


